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役員の選任について 

（2017～2020） 

○役員候補都市

  会 長  広島市長（日本） 

  副会長  長崎市長（日本） 

ハノーバー市長（ドイツ）

ボルゴグラード市長（ロシア）

マラコフ市長（フランス）

モンテンルパ市長（フィリピン）

マンチェスター市長（イギリス）

イーペル市長（ベルギー）

ビオグラード・ナ・モル市長（クロアチア）

グラノラーズ市長（スペイン）

ハラブジャ市長（イラク）

フォンゴトンゴ市長（カメルーン）

メキシコシティ市長（メキシコ）

フロン市長（ノルウェー）

デモイン市長（アメリカ）

  理 事  バンコク知事（タイ）

フリマントル市長（オーストラリア）

サラエボ市長（ボスニア・ヘルツェゴビナ）

セメイ市長（カザフスタン）

コーチ市長（インド）

モントリオール市長（カナダ）

ウェリントン市長（ニュージーランド）

サントス市長（ブラジル）

カルタゴ市長（コスタリカ）

テヘラン市長（イラン）

グリニー市長（フランス） 計 ２６名 

（説 明） 

１ 副会長都市 

・アクロン市長が留任を希望せず。アメリカの現リーダー都市であるデモイン市長が

副会長に昇格。

・ブリュッセル市は 6 月に市長が退任した後、留任を保留。新市長就任後に方針が決

定され、事務局から役員都市に報告する予定。

・他の１３市長は留任。

２ 理事都市 

・留任の回答がなかったボゴタ市長（コロンビア）以外の理事都市１０市長は留任。 

・フランス・チャプターで会長を務めるグリニー市長が理事に昇格。

議案１ 



2 

 

（参 考） 

平和首長会議規約（抜粋） 

 （役員） 

第４条 この機構に次の役員を置く。 

     会長  １ 名 

     副会長 若干名 

     理事  若干名 

２ 会長及び副会長は、総会において連帯都市の首長の互選によって決定する。 

３ 会長は、この機構を統轄及び代表し、会議の議長となる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

５ 理事は、会長が連帯都市の首長の中から選任する。 

  なお、選任にあたっては、地域性を配慮して行うものとする。 

６ 理事は、会長及び副会長を補佐し、この機構の円滑な運営を図るものとする。 

 （任期） 

第５条 役員の任期は、次期総会において新たな役員が選任されるまでの間とし、再任を

妨げない。 

２ 前項の規定にかかわらず、役員に選任された連帯都市の首長が、当該首長の職を退任

し、又は辞任した場合は、後任の首長を役員とする。この場合において、任期中退任し、

又は辞任した役員の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
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メンバーシップ納付金収納額の増額と地域を主体とした事業への充当について 

 

１ 趣旨 

 「メンバーシップ納付金」（以下「納付金」という。）は、平和首長会議という機構を加盟都市全

体で支える体制をつくるため、2013年に広島で開催された第８回平和首長会議総会において採択さ

れ、2015年から実施された制度である。 

この度、2017年から 2020年までの行動計画を策定するに当たって、我々は世界恒久平和への道

筋として「核兵器のない世界の実現」と「安全で活力のある都市の実現」の二つに取り組んでいく

ことを掲げている。 

ついては、これらの活動を支える財政基盤の拡充方策として、納付金収納額の増額を図っていく

必要がある。そのためにまずは、前者の活動を支えるために納付金の収納率向上を図ることとし、

また、後者の活動を支える納付金を確保するために、その金額を現行の 2,000円から 6,000円に引

き上げることができるようにすることを提案する。 

 

２ 具体案 

 ⑴ 「核兵器のない世界の実現」に向けた活動を支えるための収納率の向上 

   リーダー都市は、平和首長会議行動計画の「核兵器のない世界の実現」に掲げる新規事業の立ち

上げや既存事業の拡充のための財源として納付金の収納が欠かせないことを管轄地域内の加盟都市に

周知するとともに、具体的な収納方法を提示して、収納率の向上を図ることとする。 

なお、事務局との事前協議・収支報告を条件として、従前どおりリーダー都市が管轄地域内の都市

を取りまとめて集金した納付金を、事務局に送付することなく当該地域内の活動に充当することを可

能とする。また、納付金を納付しない都市があっても、従前どおりこれを離脱させないこととする。 

 

⑵ 「安全で活力のある都市の実現」に向けた活動を支えるための納付金額の引き上げ 

  リーダー都市は、上記⑴の収納率の向上に十分に取り組んだ上で、平和首長会議行動計画の「安全

で活力のある都市の実現」に掲げる新規事業の財源を確保するために、納付金を 2,000 円から

6,000円に引き上げることができるものとする。 

  なお、リーダー都市が管轄地域内の都市を取りまとめて集金した納付金を当該地域内の活動に

充当した場合であって余剰が生じたときには、「核兵器のない世界の実現」に掲げる事業のため

の財源に充当することとする。この場合に、リーダー都市は余剰金を事務局に送付することとす

る。 

 

⑶ 導入時期 

   この納付金制度のスキームは、2019年から実施する。 

議案２ 
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平和首長会議メンバーシップ納付金平成 28年度決算について 

 

 

（１） 収入 

項  目 内  訳 金  額 

メンバーシップ納付金 

（1 都市あたり年 2,000 円） 

平成 28年 4月～平成 29年 3月納付 

1,116自治体 

    日本国内 977自治体 

    海外      139自治体 

 

4,074,719円 

日本国内1,954,000円 

海外  2,120,719円 

合計 4,074,719円 

※ 年額 2,000 円以上の納付金を納める自治体もある。 

※ 金額は平和首長会議事務局が受領した日本円での金額であり、為替レートの影響及び受取 

手数料の負担により、端数が生じている。  

 

（２） 支出（メンバーシップ納付金充当事業） 

事務事業名 金  額 

加盟都市への被爆樹木の種・苗木の配付 428,910円 

「核兵器禁止条約」の交渉開始等を求める市民署名運動の展開 234,311円 

加盟都市データベースの運用保守及び機能追加 1,556,426円 

第 9回平和首長会議総会の準備 1,687,169円 

メンバーシップ納付金徴収に係る事務 167,903円 

合計 4,074,719円 

 ※ 「平和首長会議メンバーシップ納付金の取扱いに関する要綱」において、納付金は平和 

首長会議行動計画（2013 年－2017 年）に掲げた新規事業及び既存事業の拡充のための財 

源として優先的に充当するものとしている。 

参考資料 
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会議Ⅰ報告事項 
 

 

 

１ 次回の総会について 

⑴ 開催時期  

2020年 8月 

⑵ 開催地   

広島市 

   

２ 次回の総会までの理事会について（案） 

⑴ 開催時期  

   2018年、2019年の両年開催 

⑵ 開催地等の検討 

  ・2018年 4月に、ジュネーブでＮＰＴ再検討会議第 2回準備委員会が開催されるのに 

合わせて開催 

  ・2019年秋に、開催を申し出た役員都市において、もしくはスカイプ等により開催 
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